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地 域 再 生 計 画 

１ 地域再生計画の名称  

コミュニケーションスキルを備えたＩＴ技術者の育成と雇用の創出 

 

２ 地域再生計画の作成主体の名称  

北海道爾志郡乙部町  

 

３ 地域再生計画の区域  

北海道爾志郡乙部町の全域  

 

４ 地域再生計画の目標 

（１）乙部町の現状 

乙部町は北海道南部を形成する渡島半島の西部、檜山支庁管内のほぼ中央部に位置

（北緯４１度５８分、東経１４０度０８分）しており、南は江差町、北は八雲町に接

し、西は日本海に面し、東は厚沢部町及び渡島山脈を境に八雲町に隣接している。 

道南の拠点都市である函館市から７０km（自動車で 1時間 20 分）圏に位置し、社会

的、経済的なかかわりが大きい。 

また、札幌からは約２３０㎞（自動車で４時間）と離れていることに加えて、首都

圏からの交通アクセスも悪く、非常に不利な条件となっている。 

人口については、減少に歯止めがかからず、平成１７年の国勢調査の数値では、つ

いに 5,000 人を割って 4,816 人となり、ピーク時（昭和２５年）のほぼ半分になって

いる。 

また、就業者数は地域の若者や働き手の流出により、人口の減少率を上回る割合で

減少しており、特に、乙部町の基幹産業である第１次産業の就業者の減少が著しい。 

基幹産業の衰退や公共事業の減少など疲弊した雇用構造により、乙部町の産業構造

は硬直しており、町としても従来から既存産業に対する雇用創造の支援策も講じてき

たが、雇用情勢の改善には至っていない。 

今後は、新たな産業などの創設を図り、経済の再生を図るとともに新たな産業を背

景とした自発的な雇用創造の取組が、雇用情勢の改善を図る鍵となっている。 

 

就業人口の構成 

区分 
単
位 

総人口 就業人口 第１次産業 第２次産業 第３次産業 

人 ２，８８５ ６５１ １，０９０ １，１４４
平成 ７年 

％ 
５，４２２

５３．２ ２２．６ ３７．８ ３９．６

人 ２，６８１ ５７９ ９６７ １，１３５
平成１２年 

％ 
５，１４３

５２．１ ２１．６ ３６．１ ４２．３

人 ２，０７１ ２９２ ６６６ １，１１３
平成１７年 

％ 
４，８１６

４３．０ １４．１ ３２．２ ５３．７

（国勢調査） 
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（２）乙部町の課題 

 【人材の育成及び確保について】 

地域においては、ＩＴスキルや技術を有する人材の確保が困難で、企業の求める技

術者を容易に確保できる体制の整備が必要である。 

しかし、若い世代はそのほとんどが就職や進学時に町外へ流出しており、スキルの

高い技術者に限らず、その担い手となる人材の確保についても非常に困難な状況にあ

る。 

そこで、Ｕ・Ｉターン希望者をターゲットとしたＩＴ技術者を志向する人材の確保

や、小・中学生がＩＴに親しみながら基礎技術を習得できる環境づくりを推進し、将

来のＩＴ技術者の卵を育てていく必要がある。 

 

【企業誘致】 

乙部町において安定的な就業構造を構築するためには、既存産業の活性化による雇

用の創出に加えて、新たな雇用の場となる企業誘致に積極的に取り組んでいくことが

重要である。 

特に、企業ニーズや企業進出動向を的確かつ迅速に把握し、これらを踏まえた効率

的な企業誘致活動を展開していく必要があり、受け入れる乙部町としては、環境を整

え、地域特性に応じた企業誘致計画の策定を始めとする誘致活動の強化を推進する必

要がある。 

 

【超高速ブロードバンドの整備】 

ＩＴ研修や企業誘致を進めるために超高速ブロードバンドの必要性が問われており、

地域によっては採算性等の問題や地理的要因によりデジタルデバイドが発生する。 

乙部町においても、このような要因により、民間事業者による整備が進まない条件

不利地域が発生する可能性が高いと推察される。 

そこで、サービス提供事業者の投資インセンティブを付与できる体制整備を図るた

め、サービス加入申し込み者の促進やＩＴ企業と自治体との連携等により、高度な情

報ネットワークの実現を図ることが必要である。 

 

（３）乙部町の目標 

ＩＴ産業は、地理的条件を特に問題としない分野もあることから、乙部町の新たな

産業として定着させることが十分可能と考えられる。 

そこで、乙部町は、企業誘致優遇制度の活用や事業所の固定経費の安さなどの情報

を提供し、ＩＴ関連事業の創業推進などの実現を目指す。 

ＩＴ関連企業は、起業においても大きな設備は必要なく、ＩＴ人材の育成、ブロード

バンド環境の強化を図ることにより、ＩＴ企業の創業はより容易になると考えられる。 

 現段階では、地域におけるＩＴ産業の需要は、行政の電子自治体の推進に関連する業

務や水道料金徴収システム、税金の賦課・徴収、介護保険会計の業務系システムの開

発や民間企業の技術系システム開発などであるが、今後は、農水産物の物流システム

の効率化やインターネットによるネット販売など地域産業と密着した展開も期待され

る。 

ＩＴ技術の活用範囲は、多岐にわたっているが、特に自動車、携帯電話、情報家電業

界等で製品の高機能化が進み、それらの機器への組込み系技術の需要が急速に拡大して
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いる。 

特に、組込み技術のニーズが高まっている中で、技術者は不足していることから、ニ

ーズに対応した組込み技術者養成研修を行うとともに、あわせて組込み技術、ノウハウ

等を有した企業を誘致し、企業への雇用促進を図る。 

    

目標値：平成２２年３月末までに３６人の雇用 

    

５ 目標を達成するために行う事業 

５－１ 全体の概要 

慢性的なＩＴ技術者の不足をきたしている中、あらゆる分野でＩＴ化が進み、社会で

は、ＩＴスキルだけではなくコミュニケーション・スキルのある技術者が求められてい

る。 

そこで、雇用機会が少ない乙部町においては、就業構造の改善を図ることを目的とし

て、ＩＴ産業を新たな地域産業と位置づけ、その定着を図る自発的な取組を実施する。 

具体的には、ＩＴ技術の専門研修を実施するとともに乙部町の自然や産業との触れ合

いを接点に人格形成にも力点を置いた研修を実施し、優れた技術と人格を兼ね備えた人

材育成を実施する。 

また、町は、育成したＩＴ技術者の雇用の場を確保するためにＩＴ企業の誘致活動を

積極的に行い、地域における安定した雇用創造の実現を図る。 

更には、ＩＴ企業の進出を支援し、企業の定着化を図ることにより、地域内求職者の

新たな雇用機会が生まれる。 

合わせて、首都圏に住む、Ｕ・Ｉターン就職希望者を対象に情報提供や面接を実施し、

乙部町での創業や就業を促進し、ＩＴ企業の安定的な就業構造の構築を図り、定住の促

進を図る。 

 

５－２ 法第５章の特別の措置を適用して行う事業 

該当なし 

 

５－３ その他の事業 

 

５－３－１ 地域雇用創造推進事業【Ｂ０９０２】 

（１）実施主体 

乙部町地域雇用創造協議会 

（２）構成団体 

乙部町、乙部町商工会、乙部町建設協会、その他有識者で構成 

（３）実施を希望する期間 

平成１９～２１年度 

（４）行おうとする主な事業 

①人材育成メニュー 

ＩＴ企業においては、質の高い労働力が確保できるかが重要な要素となっており、雇

用の拡大を図るためには、企業の要求に応えうる質の高い労働力を安定的に供給できる

システムの整備が必要となっている。 

そこで、高度な技術等を有する人材の育成・確保を図るため、Ｕ・Ｉターンによる技
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術人材の誘致に取り組むほか、町内の求職者に対し、新たな雇用の創出の場としてＩＴ

技術の研修により技術力の高い労働力の確保と誘致企業等への安定的な労働力供給を

図るため、人材育成メニューによる研修制度を実施する。 

【業務系システム開発研修】 

データベースおよびＣ言語・ＪＡＶＡ分野の技術者を養成するため、初歩的な技

術の学習から始めて、データベースの操作において、基本となるＳＱＬ言語、オブ

ジェクト指向を経て最終的にはシステム開発研修を実施する。 

【組込み系技術研修】 

ＩＴ産業の中でも、自動車、携帯電話、情報家電分野において必要となる「組込

みソフトウェア」の開発技術研修を実施する。 

マイクロプロセッサの構造、メモリアルシステム、インターフェース技術につい

ての基礎及びデジタル回路の基礎となる基本理論ゲートや理論式の手法について

学習し、組み合わせ回路の設計方法を習得する研修を実施する。 

 

②就職促進メニュー 

【Ｕ・Ｉターン就職希望者への情報提供】 

町外のＩＴ技術者や起業希望者のＵ・Ｉターンを促進するため、求人の人材要件を明

確化し、就業希望者説明会及びマッチングイベントを実施する。 

説明会に際しては、ＩＴ企業での就業経験の長い相談員に委託し、就業の促進を図

る。 

ＩＴ就業希望者への就職状況説明会 １回（東京） 

就職マッチングイベント １回（東京） 

 

５－３－２  乙部町が独自に展開する事業 

   ①町内ＩＴ普及事業 

 町内の多くの人々がＩＴ利活用能力を習得できるよう、地域でのＩＴ普及活動

を展開し、主婦や高齢者を対象にしたパソコンサークル活動を行っており、これ

らのＩＴ技術を身に付けた町民が社会参画していくことにより、まちづくりへつ

なげる。 

 また、小中学校児童・生徒のパソコン指導や若手の町民を対象としたＩＴ基

礎・資格取得研修を民間ＩＴ企業に委託し、地域内でのＩＴリーダーの育成を図

る。 

 

②ＩＴ技術研修生支援事業 

       町外のＩＴ技術者を志望する研修生に対し、町の施設を利用し、Ｉターン等の

ＩＴ技術研修生の宿泊施設を整備する。 

また、ＩＴ産業を新たな産業として定着させるため、有用な人材の育成・確保

を図るため、ＩＴ研修生に対し奨励金を交付する。 

 

③企業誘致・企業立地の推進 

雇用の受け皿となるＩＴ企業の誘致を促進するため、町の施設を有効活用し、

起業者の業務拠点（貸しオフィス）となる施設の整備改修を実施する。 

また、起業したＩＴ関連企業の資金面について融資等のあっせんや固定資産税
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の免除措置を実施する。 

また、誘致企業間の連携、ネットワーク化を図り、情報技術（ＩＴ）生産拠点

の形成・集積の促進を図る。 

 

④超高速ブロードバンド整備の推進 

既に本町地区において、現在２５０戸程度がＡＤＳＬサービスの提供を受けて

いるが、更に高度な情報通信ネットワーク社会の形成が不可欠であり、必要な情

報通信基盤の整備を推進する。 

このため、サービス提供事業者による早期実現を目指すため、町やＩＴ関連企業

による地域超高速ブロードバンド研究会（仮称）を発足し、光ファイバーの整備の

促進を図る。 

 

  ⑤ＩＴ産業の定着化の推進 

ＩＴ技術研修により就業できた雇用者は、現場での実践的な経験は不足しており、

就業後の実務経験や企業研修によりそのスキルが高まるものである。 

しかし誘致起業の業績を早期に向上させるためには、実務経験のあるリーダーや

プロジェクト・リーダーが必要となる。 

そこで、首都圏等で働いており、地域において起業を目指す人材や経験豊かで高

度なスキルをもった技術者を掘り起こすため、情報提供を実施するとともに誘致企

業への円滑な就業を支援する。 

 

６ 計画期間 

地域再生計画認定の日～平成２１年度 

 

７ 目標の達成状況に係る評価に関する事項 

「４ 地域再生計画の目標」に掲げる雇用創出等に係る数値を的確に把握していく。 

「５－３－１ 地域雇用創造推進事業」においては、実施主体である「乙部町地域雇

用創造協議会」と連携し、各事業実施による目標達成度と雇用創出（企業数及び雇用者

数）を指標とし、総合的に評価する。 

 

８ 地域再生計画の実施に関し当該地方公共団体が必要と認める事項 

特になし 

 


